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旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 

改定理由 
編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
現行条文 編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
新条文 

        1 1 1 5 0 1 1-1-1-5 ウィークリースタンス 条文の追加 

        1 1 1 5 1 1  監督職員及び受注者は、「ウィークリースタンス」の実施に努め

る。 

条文の追加 

        1 1 1 5 1 2  ウィークリースタンスとは、労働環境を改善し、円滑な実施と

品質向上に努ることを目的に、受発注者間で確認・共有した取

組の総称をいう。 

条文の追加 

1 1 1 33 6 3  受注者は、トンネル坑内作業において表 1-1-2 に示す建設機械

を使用する場合は、2011 年以降の排出ガス基準に適合するもの

として「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規

則」（令和 3 年 2 月改正 経済産業省・国土交通省・環境省令第

1 号）16 条第 1 項第 2 号もしくは第 20 条第 1 項第 2 号に定める

表示が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設

機械指定要領（平成 3 年 10 月 8 日付建設省経機発第 249 号）」

もしくは「第 3 次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂

平成 28 年 8 月 30 日付国総環リ第 6 号）に基づき指定されたト

ンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以下「トンネル工事用

排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならな

い。 

1 1 1 34 6 3  受注者は、トンネル坑内作業において表 1-1-2 に示す建設機械

を使用する場合は、2011 年以降の排出ガス基準に適合するもの

として「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規

則」（令和 6 年 4 月改正 経済産業省・国土交通省・環境省令第

3 号）16 条第 1 項第 2 号もしくは第 20 条第 1 項第 2 号に定める

表示が付された特定特殊自動車、または「排出ガス対策型建設

機械指定要領（平成 3 年 10 月 8 日付建設省経機発第 249 号）」

もしくは「第 3 次排出ガス対策型建設機械指定要領（最終改訂

平成 28 年 8 月 30 日付国総環リ第 6 号）に基づき指定されたト

ンネル工事用排出ガス対策型建設機械（以下「トンネル工事用

排出ガス対策型建設機械等」という。）を使用しなければならな

い。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 35 5 1 5.交通安全法令の 

遵守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、

交通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と

打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関す

る命令（令和 5 年 3 月改正 内閣府・国土交通省令第 1 号）、道

路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通

知、昭和 37 年 8 月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の

設置基準の一部改正について（局長通知平成 18 年 3 月 31 日国

道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場における工事情

報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政

課長、国道・防災課長通知平成 18 年 3 月 31 日国道利 38 号・国

道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省

道路局国道第一課通知昭和 47 年 2 月）に基づき、安全対策を講

じなければならない。 

1 1 1 36 5 1 5.交通安全法令の 

遵守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、

交通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と

打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関す

る命令（令和 6 年 7 月改正 内閣府・国土交通省令第 4 号）、道

路工事現場における標示施設等の設置基準（建設省道路局長通

知、昭和 37 年 8 月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の

設置基準の一部改正について（局長通知平成 18 年 3 月 31 日国

道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場における工事情

報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政

課長、国道・防災課長通知平成 18 年 3 月 31 日国道利 38 号・国

道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準（案）（建設省

道路局国道第一課通知昭和 47 年 2 月）に基づき、安全対策を講

じなければならない。 

実態を踏まえ

た規定の変更 

1 1 1 35 14 1 14.通行許可等 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令

和 3 年 7 月改正 政令第 198 号）第 3 条における一般的制限値を

超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の 2 に基づく通

行許可、または道路法第 47 条の 10 に基づく通行可能経路の回

答を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通

法施行令（令和 5 年 3 月改正 政令第 54 号）第 22 条における制

限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路

交通法（令和 5 年 5 月改正 法律第 19 号）第 57 条に基づく許可

を得ていることを確認しなければならない。 

1 1 1 36 14 1 14.通行許可等 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令

和 3 年 7 月改正 政令第 198 号）第 3 条における一般的制限値を

超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の 2 に基づく通

行許可、または道路法第 47 条の 10 に基づく通行可能経路の回

答を得ていることを確認しなければならない。また、道路交通

法施行令（令和 6 年 9 月改正 政令第 272 号）第 22 条における

制限を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道

路交通法（令和 5 年 6 月改正 法律第 56 号）第 57 条に基づく許

可を得ていることを確認しなければならない。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 6 （4）労働基準法（令和 2 年 3 月改正 法律第 14 号） 1 1 1 38 1 6 （4）労働基準法（令和 6 年 5 月改正 法律第 42 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 10 （8）雇用保険法（令和 4 年 3 月改正 法律第 12 号） 1 1 1 38 1 10 （8）雇用保険法（令和 6 年 6 月改正 法律第 47 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 12 （10）健康保険法（令和 5 年 5 月改正 法律第 31 号） 1 1 1 38 1 12 （10）健康保険法（令和 6 年 6 月改正 法律第 47 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 14 （12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律（令和 4 年 3 月改正 法

律第 12 号） 

1 1 1 38 1 14 （12）建設労働者の雇用の改善等に関する法律（令和 6 年 5 月改正 法

律第 26 号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 15 （13）出入国管理及び難民認定法（令和 4 年 12 月改正 法律第 97 号） 1 1 1 38 1 15 （13）出入国管理及び難民認定法（令和 5 年 12 月改正 法律第 84 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 16 （14）道路法（令和 3 年 3 月改正 法律第 9 号） 1 1 1 38 1 16 （14）道路法（令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 17 （15）道路交通法（令和 5 年 5 月改正 法律第 19 号） 1 1 1 38 1 17 （15）道路交通法（令和 5 年 6 月改正 法律第 56 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 19 （17）道路運送車両法（令和 4 年 3 月改正 法律第 4 号） 1 1 1 38 1 19 （17）道路運送車両法（令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 21 （19）地すべり等防止法（平成 29 年 6 月改正 法律第 45 号） 1 1 1 38 1 21 （19）地すべり等防止法（令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 22 （20）河川法（令和 3 年 5 月改正 法律第 31 号） 1 1 1 38 1 22 （20）河川法（令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 23 （21）海岸法（平成 30 年 12 月改正 法律第 95 号） 1 1 1 38 1 23 （21）海岸法（令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 26 （24）漁港漁場整備法（平成 30 年 12 月改正 法律第 95 号） 1 1 1 38 1 26 （24）漁港及び漁場の整備等に関する法律（令和 5 年 5 月改正 法律第

34 号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 28 （26）航空法（令和 4 年 6 月改正 法律第 62 号） 1 1 1 38 1 28 （26）航空法（令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 31 （29）森林法（令和 2 年 6 月改正 法律第 41 号） 1 1 1 38 1 31 （29）森林法（令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 41 （39）砂利採取法（平成 27 年 6 月改正 法律第 50 号） 1 1 1 38 1 41 （39）砂利採取法（令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 44 （42）測量法（令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 1 1 1 38 1 44 （42）測量法（令和 6 年 6 月改正 法律第 54 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 45 （43）建築基準法（令和 5 年 6 月改正 法律第 58 号） 1 1 1 38 1 45 （43）建築基準法（令和 6 年 6 月改正 法律第 53 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 46 （44）都市公園法（平成 29 年 5 月改正 法律第 26 号） 1 1 1 38 1 46 （44）都市公園法（令和 6 年 5 月改正 法律第 40 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 50 （48）海上交通安全法（令和 3 年 6 月改正 法律第 53 号） 1 1 1 38 1 50 （48）海上交通安全法（令和 5 年 5 月改正 法律第 34 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 53 （51）船員法（令和 3 年 6 月改正 法律第 75 号） 1 1 1 38 1 53 （51）船員法（令和 6 年 5 月改正 法律第 42 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 54 （52）船舶職員及び小型船舶操縦者法（平成 30 年 6 月改正 法律第 59

号） 

1 1 1 38 1 54 （52）船舶職員及び小型船舶操縦者法（令和 5 年 5 月改正 法律第 24

号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 
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旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 

改定理由 
編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
現行条文 編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
新条文 

1 1 1 37 1 58 （56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和 3

年 5 月改正法律第 37 号） 

1 1 1 38 1 58 （56）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（令和 6

年 6 月改正法律第 54 号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 65 （63）厚生年金保険法（令和 5 年 3 月改正 法律第 3 号） 1 1 1 38 1 65 （63）厚生年金保険法（令和 6 年 6 月改正 法律第 47 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 70 （68）所得税法（令和 5 年 6 月改正 法律第 44 号） 1 1 1 38 1 70 （68）所得税法（令和 6 年 5 月改正 法律第 26 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 72 （70）船員保険法（令和 5 年 5 月改正 法律第 31 号） 1 1 1 38 1 72 （70）船員保険法（令和 6 年 6 月改正 法律第 47 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 73 （71）著作権法（令和 3 年 6 月改正 法律第 52 号） 1 1 1 38 1 73 （71）著作権法（令和 6 年 6 月改正 法律第 55 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 74 （72）電波法（令和 4 年 12 月改正 法律第 93 号） 1 1 1 38 1 74 （72）電波法（令和 5 年 12 月改正 法律第 87 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 76 （74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（令和 4 年 3 月改正 法

律第 12 号） 

1 1 1 38 1 76 （74）労働保険の保険料の徴収等に関する法律（令和 6 年 6 月改正 法

律第 47 号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 80 （78）公共工事の品質確保の促進に関する法律（令和元年 6 月改正 法

律第 35 号） 

1 1 1 38 1 80 （78）公共工事の品質確保の促進に関する法律（令和 6 年 6 月改正 法

律第 54 号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 81 （79）警備業法（令和元年 6 月改正 法律第 37 号） 1 1 1 38 1 81 （79）警備業法（令和 5 年 6 月改正 法律第 63 号） 適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 37 1 83 （81）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（令和

5 年 6 月改正 法律第 58 号） 

1 1 1 38 1 83 （81）高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（令和

6 年 6 月改正 法律第 53 号） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 1 42 3 1 3.著作権法に規定

される著作物 

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和 3 年

6 月改正 法律第 52 号第 2 条第 1 項第 1 号）に規定される著作

物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属する

ものとする。 

1 1 1 43 3 1 3.著作権法に規定

される著作物 

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和 6 年

6 月改正 法律第 55 号第 2 条第 1 項第 1 号）に規定される著作

物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属する

ものとする。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 1 3 9 0 1 県産木材の活用  1 1 3 9 0 1 県産材の活用  誤植 

1 1 3 9 1 1 （1）工事目的物に係る工事材料のみならず、仮設材（型枠、工事看

板等）への県産木材の利用に努めることとし、利用に当たって

は、施工計画書へ記載すること。 

1 1 3 9 1 1 （1）工事目的物に係る工事材料のみならず、仮設材（型枠、工事看

板等）への県産材の利用に努めることとし、利用に当たって

は、施工計画書へ記載すること。 

誤植 

1 1 3 9 2 1 （2）県産木材を使用した場合は、その利用実績（利用用途・使用量

等）及び利用状況写真について監督職員の確認を受け、別途、

広島県農林水産局林業課へ報告しなければならない。 

1 1 3 9 2 1 （2）県産材を使用した場合は、その利用実績（利用用途・使用量

等）及び利用状況写真について監督職員の確認を受け、別途、

広島県農林水産局林業課へ報告しなければならない。 

誤植 

1 1 3 11 4 7 ［7］検査書類簡素化の対象工事については、別に定める検査書類以

外は求めない、提出しない。 

1 1 3 11 4 7 ［7］書類限定検査の対象工事については、別に定める検査書類以外

は求めない、提出しない。 

適用制度との

整合 

       1 1 5 14 1 1 受注者は、週休二日適用工事等を実施する場合、特記仕様書の

定めによるものとする。 

新規追加 

       1 1 4 14 0 1 ウィークリースタ

ンスの実施 

 新規追加 

       1 1 4 14 1 1 ウィークリースタンスの実施については、「広島市ウイークリー

スタンス実施要領」によるものとする。 

新規追加 

1 1 6 10 1 1 受注者は、週休二日モデル工事を実施する場合、特記仕様書の

定めによるものとする。 

1 1 6 10 1 1 受注者は、週休二日適用工事を実施する場合、特記仕様書の定

めによるものとする。 

修正 

1 1 10 2 2 2 2.検査職員 1-1-1-2 用語の定義に規定されている検査職員とは、海田町建

設工事執行規則（平成 22 年 9 月 30 日規則第 19 条）第 20 条に

規定する検査員とし、契約約款第 31 条第 2 項の規定に基づき、

工事検査を行うために発注者が定めた者をいう。 

1 1 10 2 2 2 2.検査職員 1-1-1-2 用語の定義に規定されている検査職員とは、海田町建

設工事執行規則（平成 22 年 9 月 30 日規則第 19 条）第 42 条第

2 項に規定する検査員とし、契約約款第 31 条第 2 項の規定に基

づき、工事検査を行うために発注者が定めた者をいう。 

誤植 

        1 1 11 1 1 1 1.優先事項 1-1-1-1 適用に規定されている「土木構造物標準設計図集」と

は、広島県制定「土木工事標準設計図集」をいう。 

新規追加 

        1 1 11 1 2 1 1.監督職員 1-1-1-2 用語の定義に規定されている監督職員とは、坂町建設

工事執行規則（令和 2 年 9 月 30 日規則第 11 号）第 19 条に規定

する監督員をいう。 

新規追加 

        1 1 11 1 3 1  受注者は、契約約款第 11 条及び坂町建設工事執行規則第 21 条

に基づき、工事履行報告書を監督職員に毎月 7 日までに報告し

なければならない。 

新規追加 

        1 1 11 1 4 1  施工体制台帳等は、紙で提出するものとする。 新規追加 

1 1 11 3 3 1 3.建設副産物 1-1-1-21 建設副産物建設副産物情報交換システムは、請負代金

額 100 万円以上の工事を対象とする。 

1 1 12 3 3 1 3.建設副産物 1-1-1-21 建設副産物による建設副産物情報交換システムは、請

負代金額 100 万円以上の工事を対象とする。 

誤植 

条文追加によ

る番号の修正 

1 1 11 5 1 1 1.記録及び関係書

類 

1-1-1-26 施工管理に規定されている「土木工事施工管理基準

（出来形管理基準及び品質管理基準）」及び「写真管理基準」と

は、「土木工事施工管理基準」（令和 7 年 8 月）広島県及び「写

真管理基準」（令和 7 年 8 月）広島県をいう。 

1 1 13 5 1 1 1.記録及び関係書

類 

1-1-1-26 施工管理に規定されている「土木工事施工管理基準

（出来形管理基準及び品質管理基準）」及び「写真管理基準」と

は、「土木工事施工管理基準」（令和 7 年 8 月）広島県及び「写

真管理基準」（令和 7 年 8 月）広島県をいう。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

条文追加によ

る番号の修正 

1 3 2 1 1 1 4.強度測定 新設のコンクリート構造物のうち、橋長 30m 以上の橋梁上部工

事及び橋梁下部工事におけるコンクリートの強度測定について

は、「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強度測定

要領」（H30.10.24）によること。 

なお、本手法によりコンクリート構造物の強度を測定する場合

は、「土木コンクリート構造物の品質確保について」（国官技第

61 号、平成 13 年 3 月 29 日）に基づいて行うテストハンマーに

よる強度測定調査を省略することができるものとする。 

1 3 2 1 1 1 4.強度測定 新設のコンクリート構造物のうち、橋長 30m 以上の橋梁の橋梁

上部工事及び橋梁下部工事におけるコンクリートの強度測定に

ついては、「微破壊・非破壊試験によるコンクリート構造物の強

度測定要領」（H30.10.24）によること。 

なお、本手法によりコンクリート構造物の強度を測定する場合

は、「土木コンクリート構造物の品質確保について」（国官技第

61 号、平成 13 年 3 月 29 日）に基づいて行うテストハンマーに

よる強度測定調査を省略することができるものとする。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

1 3 3 2 1 2 （1）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法

（令和 4 年 6 月改正 法律 68 号）に基づき国に登録された民間

の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク表示す

る認証を受けた製品を製造している工場）で、かつ、コンクリ

ートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を実

施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐し

ており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場（全

国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準に

基づく監査に合格した工場等）から選定しなければならない。 

1 3 3 2 1 2 （1）JIS マーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法

（平成 30 年 5 月改正 法律第 33 号）に基づき国に登録された民

間の第三者機関（登録認証機関）により製品に JIS マーク表示

する認証を受けた製品を製造している工場）で、かつ、コンク

リートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術的業務を

実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐

しており、配合設計及び品質管理等を適切に実施できる工場

（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基

準に基づく監査に合格した工場等）から選定しなければならな

い。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

2 2 3 4 1 2  再生加熱アスファルト混合物に用いるアスファルトコンクリー

ト再生骨材の品質は、表 2-2-12 の規格に適合するものとする。 

2 2 3 4 1 2  再生加熱アスファルト混合物に用いるアスファルトコンクリー

ト再生骨材の品質の目標値は、旧アスファルトの針入度による

評価を実施する場合は表 2-2-12、アスファルトコンクリート再

生骨材の圧裂による評価を適用する場合は表 2-2-13 とし、いず

れか一方の目標値に適合するものとする。 

実態を踏まえ

た規定の変更 

2 2 3 4 0 3 表 2-2-12 アスファルトコンクリート再生骨材の品質 2 2 3 4 0 3 表 2-2-12 針入度を適用するアスファルトコンクリートの再生

骨材の品質 

諸基準類の改

定にともなう 

3 2 2 0 0 15  2 2 3 4 0 4 表 2-2-13 圧裂係数を適用するアスファルトコンクリート再生

骨材の品質 

図表の追加 

3 1 2 6 2 1 （2）「工事関係書類一覧表」により、発注者（監督職員）へ提出、

提示する工事関係書類についての「紙と電子の別」に関して工

事着手前に事前協議するものとする。また、事前協議の内容を

変更する場合は、受発注者で協議を行うものとする。 

3 1 2 6 2 1 （2）受発注者は、「工事関係書類一覧表」に基づき、工事書類を電子

又は紙による提出又は提示とする。 

条文の変更 
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旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 

改定理由 
編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
現行条文 編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
新条文 

3 1 2 6 3 1 （3）(2)において電子により提出、提示することとなった工事関係書

類については、電子納品・電子検査事前協議チェックシートで

協議されたものを除き、検査時その他の場合において紙での提

出、提示は行わないものとする。 

3 1 2 6 3 1 （3）工事書類の提出方法を変更する場合は、工事着手前に、受発注

者間で事前協議の上、決定する。ただし、電子又は紙を変更で

きることとし、提出又は提示は変更できない。 

条文の変更 

       3 1 2 6 4 1 （4）(2)及び(3)において電子により提出、提示することとなった工

事関係書類については、電子納品・電子検査事前協議チェック

シートで協議されたものを除き、検査時その他の場合において

紙での提出、提示は行わないものとする。 

条文の変更 

3 2 2 0 0 29 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

3 2 2 0 0 15 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 2 0 0 46 日本道路協会 舗装再生便覧（平成 22 年 11 月） 3 2 2 0 0 29 日本道路協会 舗装再生便覧（令和 6 年 3 月） 適用すべき諸

基準類との整

合 

      厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン（平成 21

年 4 月） 

3 2 2 0 0 46 厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン（令和 5 年

12 月） 

適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 3 25 1 1 1.一般事項 受注者は、橋歴板の作成については、材質は JIS H 2202（鋳物

用銅合金地金）を使用し、寸法及び記載事項は、図 3-2-2 によ

らなければならない。ただし、記載する技術者等の氏名につい

て、これにより難い場合は監督職員と協議しなければならな

い。 

3 2 3 25 1 1 1.一般事項 受注者は、橋歴板に用いる材質は表面に透明の高耐候性フィル

ムにより被覆したアルミニウム板（JIS H 4000 A 5052 P）を標

準とする。また、橋歴板に用いる色は黒地に金色とすることと

し、縁についても同様に金色とする。なお、寸法及び記載事項

は、図 3-2-2 によらなければならない。ただし、記載する技術

者等の氏名について、これにより難い場合は監督職員と協議し

なければならない。 

実態を踏まえ

た規定の変更 

3 2 6 3 11 1 11.アスファルト

安定処理の材料規

格 

加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグ及びアスファ

ルトコンクリート再生骨材は表 3-2-21、表 3-2-22 の規格に適

合するものとする。 

3 2 6 3 11 1 11.アスファルト

安定処理の材料規

格 

加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグは第 2 編 2-2-

3-3 5.鉄構スラグの規格（路盤材用）の表 2-2-10 鉄鋼スラグの

規格に適合するものとする。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

       3 2 6 3 11 2 また、アスファルトコンクリ―ト再生骨材は第 2 編 2-2-3-4 ア

スファルト用再生骨材の表 2-2-12 針入度を適用するアスファル

トコンクリートの再生骨材の品質、表 2-2-13 圧裂係数を適用す

るアスファルト用再生骨材の品質のいずれか一方の目標値に適

合するものとする。 

条文の追加 

3 2 6 3 11 2 表 3-2-21 鉄鋼スラグの品質規格        削除 

3 2 6 3 11 3 表 3-2-22 アスファルトコンクリート再生骨材の品質        削除 

3 2 6 3 15 1 15.適用規格（再

生アスファルト

（2）） 

再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧（日

本道路協会、平成 22 年 11 月）による。 

3 2 6 3 15 1 15.適用規格（再

生アスファルト

（2）） 

再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧（日

本道路協会、令和 6 年 3 月）による。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 6 8 4 1 4.適用規定 受注者は、半たわみ性舗装工の施工にあたっては、「舗装施工便

覧 第 9 章 9-4-1 半たわみ性舗装工」（日本道路協会、平成 18 年

2 月）の規定、「舗装施工便覧 第 5 章及び第 6 章 構築路床・路

盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会、平成

18 年 2 月）の規定、「アスファルト舗装工事共通仕様書解説 第

10 章 10-3-7 施工」（日本道路協会、平成 4 年 12 月）の規定、

「舗装再生便覧 第 2 章 2-7 施工」（日本道路協会、平成 22 年

11 月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾

を得なければならない。 

3 2 6 8 4 1 4.適用規定 受注者は、半たわみ性舗装工の施工にあたっては、「舗装施工便

覧 第 9 章 9-4-1 半たわみ性舗装工」（日本道路協会、平成 18 年

2 月）の規定、「舗装施工便覧 第 5 章及び第 6 章 構築路床・路

盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会、平成

18 年 2 月）の規定、「アスファルト舗装工事共通仕様書解説 第

10 章 10-3-7 施工」（日本道路協会、平成 4 年 12 月）の規定、

「舗装再生便覧 第 2 章 2-8 施工」（日本道路協会、令和 6 年 3

月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を

得なければならない。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 6 9 2 1 2.適用規定（2） 受注者は、排水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧 第

7 章 ポーラスアスファルト混合物の施工、第 9 章 9-3-1 排水機

能を有する舗装」（日本道路協会、平成 18 年 2 月）の規定、「舗

装再生便覧 第 2 章 2-7 施工」（日本道路協会、平成 22 年 11

月）の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を

得なければならない。 

3 2 6 9 2 1 2.適用規定（2） 受注者は、排水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧 第

7 章 ポーラスアスファルト混合物の施工、第 9 章 9-3-1 排水機

能を有する舗装」（日本道路協会、平成 18 年 2 月）の規定、「舗

装再生便覧 第 2 章 2-8 施工」（日本道路協会、令和 6 年 3 月）

の規定による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得な

ければならない。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 6 12 9 3 受注者は、暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあ

たっては、「舗装施工便覧 第 8 章 8-4-10 暑中及び寒中におけ

るコンクリート版の施工」（日本道路協会、平成 18 年 2 月）の

規定によるものとし、第 1 編 1-1-1-4 第 1 項の施工計画書に、

施工・養生方法等を記載しなければならない。 

3 2 6 12 9 3 受注者は、暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあ

たっては、「舗装施工便覧 第 8 章 8-4-10 暑中及び寒中におけ

るコンクリート版の施工」（日本道路協会、令和 6 年 3 月）の規

定によるものとし、第 1 編 1-1-1-6 第 1 項の施工計画書に、施

工・養生方法等を記載しなければならない。 

 

適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 10 5 3 1 3.適用規定 受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を

設置する場合には、「仮締切堤設置基準（案）」（国土交通省、平

成 22 年 6 月）の規定による。 

3 2 10 5 3 1 3.適用規定 受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を

設置する場合には、「仮締切堤設置基準（案）」（国土交通省、令

和 6年 3 月）の規定による。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

3 2 10 23 1 1 受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関する

ガイドライン」（厚生労働省、平成 21 年 4 月）によるものと

し、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、

全ての作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するもの

を設置しなければならない。 

3 2 10 23 1 1 受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関する

ガイドライン」（厚生労働省、令和 5 年 12 月）によるものと

し、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、

全ての作業床において二段手すり及び幅木の機能を有するもの

を設置しなければならない。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

6 1 2 0 1 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

6 1 2 0 1 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 3 2 0 2 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

6 3 2 0 2 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 3 2 0 2 5 国土交通省 河川砂防技術基準（令和 5 年 10 月） 6 3 2 0 2 5 国土交通省 河川砂防技術基準（令和 6 年 5 月） 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 3 2 0 5 7 国土交通省 機械工事共通仕様書（案）（令和 5 年 3 月） 6 3 2 0 5 7 国土交通省 機械工事共通仕様書（案）（令和 6 年 3 月） 諸基準類の改

定にともなう 

6 3 8 5 0 1 受注者は、銘板及び標示板の施工にあたって、材質、大きさ、

取付位置並びに諸元や技術者等の氏名等の記載事項について、

設計図書に基づき施工しなければならない。ただし、設計図書

に明示のない場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなけ

ればならない。また、記載する技術者等の氏名について、これ

により難い場合は監督職員と協議しなければならない。 

樋門銘板の材質は砲金鋳物とする。 

6 3 8 5 0 1 受注者は、銘板及び標示板の施工にあたって、材質、大きさ、

取付位置並びに諸元や技術者等の氏名等の記載事項について、

設計図書に基づき施工しなければならない。ただし、設計図書

に明示のない場合は、設計図書に関して監督職員と協議しなけ

ればならない。また、記載する技術者等の氏名について、これ

により難い場合は監督職員と協議しなければならない。 

樋門銘板の材質はアルミニウムとする。 

橋歴板の材質

変更に合わせ

た変更 

6 4 2 0 0 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

6 4 2 0 0 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 4 3 8 1 2 受注者は、橋歴板の材質については、JIS H 2202（鋳物用銅合

金地金）によらなければならない｡ 

6 4 3 8 1 2 橋歴板に用いる材質は、第 3 編 3-2-3-25 銘板工の規定による。 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 5 1 0 5 1 5.適用規定（3） 受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械

工事共通仕様書（案）」（国土交通省、令和 5 年 3 月）の規定に

よる。 

6 5 1 0 5 1 5.適用規定（3）受注者は、扉体、戸当り及び開閉装置の製作、据付けは「機械

工事共通仕様書（案）」（国土交通省、令和 6 年 3 月）の規定に

よる 

諸基準類の改

定にともなう 

6 5 2 0 5 6 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

6 5 2 0 5 6 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 6 2 0 0 5 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

6 6 2 0 0 5 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 

6 7 2 0 4 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（平成 26 年 12 月一部改

正） 

6 7 2 0 4 4 国土交通省 仮締切堤設置基準（案）（令和 6 年 3 月一部改正） 適用すべき諸

基準類との整

合 
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旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 

改定理由 
編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
現行条文 編 章 節 条 項 

項 

以下 

編章節条 

(項目見出し) 
新条文 

10 1 2 0 0 12 全日本建設技術協会 土木構造物標準設計第 2 巻（平成 12 年 9

月） 

       削除 

10 1 7 1 2 1 2.適用規定 受注者は、擁壁工の施工にあたっては、「道路土工－擁壁工指針 

5-11・6-10 施工一般」（日本道路協会、平成 24 年 7 月）及び

「土木構造物標準設計第 2 巻 解説書 4．3 施工上の注意事項」

（全日本建設技術協会、平成 12 年 9 月）の規定による。これに

より難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

10 1 7 1 2 1 2.適用規定 受注者は、擁壁工の施工にあたっては、「道路土工－擁壁工指針 

5-11・6-10 施工一般」（日本道路協会、平成 24 年 7 月）の規定

による。これにより難い場合は、監督職員の承諾を得なければ

ならない。 

一部削除 

10 1 9 1 4 2 （1）受注者は、設計図書において非破壊試験の対象工事と明示され

た場合は、非破壊試験により、配筋状態及びかぶり測定を実施

しなければならない。 

10 1 9 1 4 2 （1）受注者は、新設のボックスカルバート（内空断面積 25m2 以上）

の場合は、非破壊試験により、配筋状態及びかぶり測定を実施

しなければならない。なお、工場製作のプレキャスト製品は対

象外とする。 

対象の変更 

10 2 2 0 0 7 日本道路協会 舗装再生便覧（平成 22 年 11 月）       日本道路協会 舗装再生便覧（令和 6 年 3 月） 適用すべき諸

基準類との整

合 

10 3 1 4 1 1 （1）受注者は、設計図書において非破壊試験の対象工事と明示され

た場合は、非破壊試験により、配筋状態及びかぶり測定を実施

しなければならない。 

10 3 1 4 1 1 （1）受注者は、新設の橋梁下部工の場合は、非破壊試験により、配

筋状態及びかぶり測定を実施しなければならない。 

対象の変更 

10 3 1 5 1 1 （1）受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と

明示された場合は、微破壊又は非破壊試験により、コンクリー

トの強度測定を実施しなければならない。 

10 3 1 5 1 1 （1）受注者は、新設の橋梁下部工（橋長 30m 以上）の場合は、微破

壊又は非破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しな

ければならない。 

対象の変更 

10 4 3 11 0 2 橋歴板は、JIS H 2202（鋳物用銅合金地金）、JIS H 5120（銅及

び銅合金鋳物）の規定による。 

      橋歴板に用いる材質は、第 3 編 3-2-3-25 銘板工の規定による。 適用すべき諸

基準類との整

合 

10 5 1 4 1 1 （1）受注者は、設計図書において非破壊試験の対象工事と明示され

た場合は、非破壊試験により、配筋状態及びかぶり測定を実施

しなければならない。 

10 5 1 4 1 1 （1）受注者は、新設の橋梁上部工の場合は、非破壊試験により、配

筋状態及びかぶり測定を実施しなければならない。 

対象の変更 

10 5 1 5 1 1 （1）受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と

明示された場合は、微破壊又は非破壊試験により、コンクリー

トの強度測定を実施しなければならない。 

10 5 1 5 1 1 （1）受注者は、新設の橋梁上部工（橋長 30m 以上）の場合は、微破

壊又は非破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しな

ければならない。 

対象の変更 

10 5 3 7 0 2 橋歴板は、JIS H 2202（鋳物用銅合金地金）、JIS H 5120（銅及

び銅合金鋳物）の規定による。 

      橋歴板に用いる材質は、第 3 編 3-2-3-25 銘板工の規定による。 適用すべき諸

基準類との整

合 

10 6 2 0 0 21 厚生労働省 山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対

策に係るガイドライン（平成 30 年 1 月） 

      厚生労働省 山岳トンネル工事の切羽における肌落ち災害防止対

策に係るガイドライン（令和 6 年 3 月） 

諸基準類の改

定にともなう 

10 6 8 6 2 1 2.標示板の材質 受注者は、標示板の材質は JIS H 2202（鋳物用銅合金地金）と

し、両坑口に図 10-6-2 を標準として取付けしなければならな

い。ただし、記載する技術者等の氏名について、これにより難

い場合は監督職員と協議しなければならない。 

10 6 8 6 2 1 2.標示板の材質 標示板に用いる材質は、第 3 編 3-2-3-25 銘板工の規定による。

なお、両坑口に図 10-6-2 を標準として取付けしなければならな

い。ただし、記載する技術者等の氏名について、これにより難

い場合は監督職員と協議しなければならない。 

適用すべき諸

基準類との整

合 

10 7 6 5 2 1 2.銘板の材質 銘板の材質は JIS H 2202（鋳物用銅合金地金）とする。 10 7 6 5 2 1 2.銘板の材質 銘板に用いる材質は、第 3 編 3-2-3-25 銘板工の規定による。 適用すべき諸

基準類との整

合 

10 8 7 5 2 1 2.銘板の材質 銘板の材質は、JIS H 2202（鋳物用銅合金地金）とする。 10 8 7 5 2 1 2.銘板の材質 銘板に用いる材質は、第 3 編 3-2-3-25 銘板工の規定による。 適用すべき諸

基準類との整

合 

10 14 2 0 0 5 日本道路協会 舗装再生便覧（平成 22 年 11 月） 10 14 2 0 0 5 日本道路協会 舗装再生便覧（令和 6 年 3 月） 適用すべき諸

基準類との整

合 

10 14 4 7 1 12 受注者は、施工開始日に採取した破砕混合直後の試料を用い、

「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成 31 年 3 月）に

示される「G021 砂置換法による路床の密度の測定方法」により

路上再生安定処理材料の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾

を得なければならない。 

10 14 4 7 1 12 受注者は、施工開始日に採取した破砕混合直後の試料を用い、

「舗装調査・試験法便覧」（日本道路協会、平成 31 年 3 月）に

示される「F007 突固め試験方法」により路上再生安定処理材料

の最大乾燥密度を求め、監督職員の承諾を得なければならな

い。 

誤記修正 

10 16 2 0 0 7 日本道路協会 舗装再生便覧（平成 22 年 11 月） 10 16 2 0 0 7 日本道路協会 舗装再生便覧（令和 6 年 3 月） 適用すべき諸

基準類との整

合 

12 2 3 2 4 3 （3）パイプ支柱材は、設計図書によるものとするが、これに示され

ていない場合は、JIS G 3452（配管用炭素鋼管）の規格品に防

錆処理を施したうえ、合成樹脂ペイント塗仕上げするものとす

る。 

12 2 3 2 4 3 （3）パイプ支柱材は、設計図書によるものとするが、これに示され

ていない場合は、JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）の規格品に

防錆処理を施したうえ、合成樹脂ペイント塗仕上げするものと

する。 

誤植 

12 4 3 2 1 6 JIS B 2062 （水道用仕切弁） 12 4 3 2 1 6 JIS B 2062 （水配管用仕切弁） JIS 名称変更 

12 4 3 2 1 21 JIS B 8372-1（空気圧－空気圧用減圧弁－第１部：供給者の文

章に表示する主要特性及び製品表示要求事項） 

12 4 3 2 1 21 JIS B 8372-1（空気圧－空気圧用減圧弁及びフィルタ付減圧

弁） 

JIS 名称変更 

12 4 3 2 1 23 JIS G 3448 （一般配管用ステンレス鋼管） 12 4 3 2 1 23 JIS G 3448 （一般配管用ステンレス鋼鋼管） 誤植 

12 4 3 2 2 7 JWWA G 115 （水道用ステンレス鋼管） 12 4 3 2 2 7 JWWA G 115 （水道用ステンレス鋼鋼管） 誤植 

12 4 3 2 2 8 JWWA G 116 （水道用ステンレス鋼管継手） 12 4 3 2 2 8 JWWA G 116 （水道用ステンレス鋼鋼管継手） 誤植 

12 4 3 2 2 16 JWWA K 131 （水道用硬質ポリ塩化ビニル管のダクタイ鋳鉄異形

管） 

12 4 3 2 2 16 JWWA K 131 （水道用硬質ポリ塩化ビニル管のダクタイル鋳鉄異

形管） 

誤植 

12 4 3 2 2 18 JWWA K 140 （水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニグ鋼管） 12 4 3 2 2 18 JWWA K 140 （水道用耐熱性硬質塩化ビニルライニング鋼管） 誤植 

12 4 4 2 1 3 JIS A 5364 （プレキャストコンクリート製品－性能試験方法通

則） 

12 4 4 2 1 3 JIS A 5364 （プレキャストコンクリート製品－材料及び製造方

法通則） 

誤植 

12 4 5 2 1 3 JIS A 5364 （プレキャストコンクリート製品－性能試験方法通

則） 

12 4 5 2 1 3 JIS A 5364 （プレキャストコンクリート製品－材料及び製造方

法通則） 

誤植 

12 4 5 2 1 14 JIS G 3459 （配管用ステンレス鋼管） 12 4 5 2 1 14 JIS G 3459 （配管用ステンレス鋼鋼管） 誤植 

12 4 5 2 1 15 JIS G 3448 （一般配管用ステンレス鋼管） 12 4 5 2 1 15 JIS G 3448 （一般配管用ステンレス鋼鋼管） 誤植 

12 4 5 2 1 16 JIS G 3452 （配管用炭素鋼管） 12 4 5 2 1 16 JIS G 3452 （配管用炭素鋼鋼管） 誤植 

12 4 6 2 1 6 JIS C 3653 （電力用ケーブルの地中埋設の施工方法－波付硬質

合成樹脂管付属書 1） 

12 4 6 2 1 6 JIS C 3653 （電力用ケーブルの地中埋設の施工方法－波付硬質

合成樹脂管付属書 1） 

誤植 

12 4 9 2 2 10 JIS G 3448 （一般配管用ステンレス鋼管） 12 4 9 2 2 10 JIS G 3448 （一般配管用ステンレス鋼鋼管） 誤植 

12 4 12 2 1 5 JIS K 6807 （ホルムアルデヒド系樹脂木材用液状接着剤の一般

試験方法） 

12 4 12 2 1 5 JIS K 6807 （木材用ホルムアルデヒド系樹脂木材用液状接着剤

の一般試験方法） 

JIS 名称変更 

12 5 4 2 5 3 JIS K 5551 （構造用さび止めペイント） 12 5 4 2 5 3 JIS K 5551 （構造物用さび止めペイント） 誤植 

12 5 4 2 5 4 JIS K 5672 （鉛・クロムフリーさび止めペイント） 12 5 4 2 5 4 JIS K 5674 （鉛・クロムフリーさび止めペイント） 誤植 

12 5 4 2 5 7 JIS K 5629 （鉛酸カルシウムさび止めペイント） 12 5 4 2 5 7  JIS 規格廃止 

12 5 5 2 7 3 JIS K 5551 （構造用さび止めペイント） 12 5 5 2 7 3 JIS K 5551 （構造物用さび止めペイント） 誤植 

12 5 5 2 7 4 JIS K 5672 （鉛・クロムフリーさび止めペイント） 12 5 5 2 7 4 JIS K 5674 （鉛・クロムフリーさび止めペイント） 誤植 

12 5 5 2 7 7 JIS K 5629 （鉛酸カルシウムさび止めペイント） 12 5 5 2 7 7  JIS 規格廃止 
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表番号 旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 改定理由 

1-1-3-10 工事現場の

現場環境改善等 

 

 

項目 実施する内容の例 

現場環境改善 

(仮設備関係) 

（1）用水・電力等の供給設備 

（2）緑化・花壇 

（3）ライトアップ施設 

（4）見学路及び椅子の設置 

（5）昇降設備の充実 

（6）環境負荷の低減 

現場環境改善 

(営繕関係) 

（1）現場事務所の快適化（女子更衣室の設置を含む） 

（2）労働者宿舎の快適化 

（3）デザインボックス（交通誘導警備員待機室） 

（4）現場休憩所の快適化 

（5）健康関連設備及び厚生施設の充実等 

現場環境改善 

(安全関係) 

（1）工事標識・照明等安全施設のイメージアップ（電光式標識等） 

（2）盗難防止対策（警報機等） 

（3）避暑（熱中症予防）・防寒対策 

地域連携 （1）完成予想図 

（2）工法説明図 

（3）工事工程表 

（4）デザイン工事看板（各工事 PR 看板含む） 

（5）見学会等の開催（イベント等の実施含む） 

（6）見学所（インフォメーションセンター）の設置及び管理運営 

（7）パンフレット・工法説明ビデオ 

（8）地域対策費（地域行事等の経費を含む） 

（9）社会貢献 

 

 

 

 

項目 実施する内容の例 

現場環境改善 

(仮設備関係) 

（1）用水・電力等の供給設備 

（2）緑化・花壇 

（3）ライトアップ施設 

（4）見学路及び椅子の設置 

（5）昇降設備の充実 

（6）環境負荷の低減 

現場環境改善 

(営繕関係) 

（1）現場事務所の快適化（女子更衣室の設置を含む） 

（2）労働者宿舎の快適化 

（3）デザインボックス（交通誘導警備員待機室） 

（4）現場休憩所の快適化 

（5）健康関連設備及び厚生施設の充実等 

現場環境改善 

(安全関係) 

（1）工事標識・照明等安全施設のイメージアップ（電光式標識等） 

（2）盗難防止対策（警報機等） 

（3）避暑（熱中症予防）・防寒対策 

地域連携 （1）完成予想図 

（2）工法説明図 

（3）工事工程表 

（4）デザイン工事看板（各工事 PR 看板含む） 

（5）見学会等の開催（イベント等の実施含む） 

（6）見学所（インフォメーションセンター）の設置及び管理運営 

（7）パンフレット・工法説明ビデオ 

（8）地域対策費（地域行事等の経費を含む） 

（9）社会貢献 

 

 

例の削除 

表 2-2-4 再生砕石の

粒度 

 

表 2-2-4 再生砕石の粒度 

粒度範囲 

（呼び名） 

ふるい目 

の開き 

40～0 

（RC-40） 

30～0 

（RC-30） 

20～0 

（RC-20） 

通
過
質
量
百
分
率
（
％
） 

53mm 100   

37.5mm 95～100 100  

31.5mm － 95～100  

26.5mm － － 100 

19mm 50～80 55～85 95～100 

13.2mm － － 80～90 

4.75mm 15～40 15～45 20～50 

2.36mm 5～25 5～30 10～35 

[注]再生骨材の粒度は、モルタル粒などを含んだ破砕されたままの見かけの骨材粒度を使

用する。 

 

 

表 2-2-4 再生砕石の粒度 

粒度範囲 

（呼び名） 

ふるい目 

の開き 

40～0 

（RC-40） 

30～0 

（RC-30） 

20～0 

（RC-20） 

通
過
質
量
百
分
率
（
％
） 

53mm 100   

37.5mm 95～100 100  

31.5mm － 95～100  

26.5mm － － 100 

19mm 50～80 55～85 95～100 

13.2mm － － 80～90 

4.75mm 15～40 15～45 20～50 

2.36mm 5～25 5～30 10～35 

 [注]再生骨材の粒度は、モルタル粒などを含む破砕されたままの見掛けの骨材粒度を使用

する。 

 

諸基準類との

整合 

表 2-2-5 再生粒度調

整砕石の粒度 

 

表 2-2-5 再生粒度調整砕石の粒度 

粒度範囲 

（呼び名） 

ふるい目 

の開き 

40～0 

（RM-40） 

30～0 

（RM-30） 

25～0 

（RM-20） 

通
過
質
量
百
分
率
（
％
） 

53mm 100   

37.5mm 95～100 100  

31.5mm － 95～100 100 

26.5mm － － 95～100 

19mm 60～90 60～90 － 

13.2mm － － 55～85 

4.75mm 30～65 30～65 30～35 

2.36mm 20～50 20～50 20～50 

425μm 10～30 10～30 10～30 

75μm 2～10 2～10 2～10 

[注]再生骨材の粒度は、モルタル粒などを含んだ破砕されたままの見かけの骨材粒度を使

用する。 

 

 

表 2-2-5 再生粒度調整砕石の粒度 

粒度範囲 

（呼び名） 

ふるい目 

の開き 

40～0 

（RM-40） 

30～0 

（RM-30） 

25～0 

（RM-20） 

通
過
質
量
百
分
率
（
％
） 

53mm 100   

37.5mm 95～100 100  

31.5mm － 95～100 100 

26.5mm － － 95～100 

19mm 60～90 60～90 － 

13.2mm － － 55～85 

4.75mm 30～65 30～65 30～35 

2.36mm 20～50 20～50 20～50 

425μm 10～30 10～30 10～30 

75μm 2～10 2～10 2～10 

[注]再生骨材の粒度は、モルタル粒などを含む破砕されたままの見掛けの骨材粒度を使用

する。 

 

諸基準類との

整合 

表2-2-12 アスファル

トコンクリート再生

骨材の品質 

 

表 2-2-12 アスファルトコンクリート再生骨材の品質 

旧アスファルトの含有量 ％ 3.8 以上 

旧アスファルトの性状 
針入度 1/10mm 20 以上 

圧裂係数 Mpa/mm 1.70 以下 

骨材の微粒分量 ％ 5 以下 

[注 1]アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新

たに用いる舗装用石油アスファルトを新アスファルトと称する。 

[注 2]アスファルトコンクリート再生骨材は、通常 20～13mm、13～5mm、5～0mm の 3 種類の

粒度や 20～13mm、13～0mm の 2 種類の粒度にふるい分けられるが、本表に示される規格

は、13～0mm の粒度区分のものに適用する。 

[注 3]アスファルトコンクリート再生骨材の 13mm 以下が 2 種類にふるい分けられている場

合には、再生骨材の製造時における各粒度区分の比率に応じて合成した試料で試験する

か、別々に試験して合成比率に応じて計算により 13～0mm 相当分を求めてもよい。また、

13～0mm あるいは 13～5mm、5～0mm 以外でふるい分けられている場合には、ふるい分け

前の全試料から 13～0mm をふるい取ってこれを対象に試験を行う。 

[注 4]アスファルトコンクリート再生骨材中の旧アスファルト含有量及び 75μm を通過する

量は、アスファルトコンクリート再生骨材の乾燥質量に対する百分率で表す。 

[注 5]骨材の微粒分量試験は JIS A 1103（骨材の微粒分量試験方法）により求める。 

[注 6]アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば再生加熱

アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつきやすいので他のア

スファルトコンクリート発生材を調整して使用することが望ましい。 

[注 7]旧アスファルトの性状は、針入度又は、圧列係数のどちらかが基準を満足すればよい。

 

 

表 2-2-12 針入度を適用するアスファルトコンクリート再生骨材の品質 

項目 目標値 

旧アスファルトの含有量 ％ 3.8 以上 

旧アスファルトの針入度（25℃）1/10mm 20 以上 

骨材の微粒分量 ％ 5 以下 

[注 1]アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新

たに用いるアスファルトを新アスファルトと称する。 

[注 2]アスファルトコンクリート再生骨材の旧アスファルトの含有量、針入度及び骨材の微

粒分量は、実際の製造に用いる 13～0mm の粒度に適用する。なお、13mm 以下が 2 種類

に分級されている場合には、それぞれの粒度区分を別々に試験して合成比率に応じて計

算により 13～0mm 相当分を求めてもよい。 

[注 3]旧アスファルトの含有量及び骨材の微粒分量は、アスファルトコンクリート再生骨材

の乾燥質量に対する百分率で表す。 

[注 4]骨材の微粒分量試験は「JIS A 1103：2014 骨材の微粒分量試験方法」により求める。

[注 5]アスファルト混合物層の切削材は、アスファルトコンクリート再生骨材の品質に適合

するものであれば再生加熱アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度が

ばらつきやすいので他のアスファルトコンクリート発生材を調整して使用することが

望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸基準類との

整合 
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表番号 旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 改定理由 

表 2-2-13 圧裂係数を

適用するアスファル

トコンクリート再生

骨材の品質 

  

表 2-2-13 圧裂係数を適用するアスファルトコンクリート再生骨材の品質 

項目 目標値 

旧アスファルトの含有量 ％ 3.8 以上 

アスファルトコンクリート再生骨材の圧裂係数 

（25℃）Mpa/mm 
1.70 以下 

骨材の微粒分量 ％ 5 以下 

[注 1]アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新

たに用いるアスファルトを新アスファルトと称する。 

[注 2]アスファルトコンクリート再生骨材の旧アスファルトの含有量及び骨材の微粒分量

は、実際の製造に用いる 13～0mm の粒度に適用する。なお、13mm 以下が 2 種類に分級

されている場合には、それぞれの粒度区分を別々に試験して合成比率に応じて計算によ

り 13～0mm 相当分を求めてもよい。 

[注 3]旧アスファルトの含有量及び骨材の微粒分量は、アスファルトコンクリート再生骨材

の乾燥質量に対する百分率で表す。 

[注 4]アスファルトコンクリート再生骨材の圧裂係数を求める場合は、13～5mm と 5～0mm に

分級し、これらを質量比 1：1 に調整した上で、最大密度の測定と供試体の作製に供す

る。作製した供試体の厚さは 50.0±1.0mm とし、供試体が所定の空隙率（ノギスを用い

る場合は 9％、水中の見掛け質量を用いる場合は 7％）を超えた場合、圧裂試験に供す

ることができない。 

[注 5]骨材の微粒分量試験は「JIS A 1103：2014 骨材の微粒分量試験方法」により求める。

[注 6]アスファルト混合物層の切削材は、アスファルトコンクリート再生骨材の品質に適合

するものであれば再生加熱アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度が

ばらつきやすいので他のアスファルトコンクリート発生材を調整して使用することが

望ましい。 

 

諸基準類との

整合 

表2-2-16 舗装用石油

アスファルトの規格 

 

表 2-2-15 舗装用石油アスファルトの規格 
種類

項目 
40～60 60～80 80～100 100～120 120～150 150～200 200～300 

針入度(25℃) 

1/10mm 

40 を超え 

60 以下 

60 を超え 

80 以下 

80 を超え 

100 以下 

100 を超え 

120 以下 

120 を超え 

150 以下 

150 を超え 

200 以下 

200 を超え 

300 以下 

軟化点 

℃ 

47.0～ 

55.0 

44.0～ 

52.0 

42.0～ 

50.0 

40.0～ 

50.0 

38.0～ 

48.0 

30.0～ 

45.0 

30.0～ 

45.0 

伸度(15℃) 

cm 
10 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 

トルエン可溶分 

％ 
99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 

引火点 

℃ 
260 以上 260 以上 260 以上 260 以上 240 以上 240 以上 210 以上 

薄膜加熱質量 

変化率％ 
0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 － － － 

薄膜加熱針入度 

残留率％ 
58 以上 55 以上 50 以上 58 以上 － － － 

蒸発後の質量 

変化率％ 
－ － － － 0.5 以下 1.0 以下 1.0 以下 

蒸発後の 

針入度比％ 
110 以下 110 以下 110 以下 110 以下 － － － 

密度(15℃) 

g/cm3 
1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 

[注]各種類とも 120℃、150℃、180℃のそれぞれにおける動粘度を試験表に付記する。 

 

 

 

表 2-2-16 舗装用石油アスファルトの規格 
種類

項目 
40～60 60～80 80～100 100～120 120～150 150～200 200～300 

針入度(25℃) 

1/10mm 

40 を超え 

60 以下 

60 を超え 

80 以下 

80 を超え 

100 以下 

100 を超え 

120 以下 

120 を超え 

150 以下 

150 を超え 

200 以下 

200 を超え 

300 以下 

軟化点 

℃ 

47.0～ 

55.0 

44.0～ 

52.0 

42.0～ 

50.0 

40.0～ 

50.0 

38.0～ 

48.0 

30.0～ 

45.0 

30.0～ 

45.0 

伸度(15℃) 

cm 
10 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 

トルエン可溶分 

％ 
99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 

引火点 

℃ 
260 以上 260 以上 260 以上 260 以上 240 以上 240 以上 210 以上 

薄膜加熱質量 

変化率％ 
0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 － － － 

薄膜加熱針入度 

残留率％ 
58 以上 55 以上 50 以上 58 以上 － － － 

蒸発後の質量 

変化率％ 
－ － － － 0.5 以下 1.0 以下 1.0 以下 

蒸発後の 

針入度比％ 
110 以下 110 以下 110 以下 110 以下 － － － 

密度(15℃) 

g/cm3 
1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 1.000 以上 

[注 1]各種類とも 120℃、150℃、180℃のそれぞれにおける動粘度を試験表に付記する。 

[注 2]舗装用の新アスファルトである 120～150、150～200、200～300 は、「JIS K 2207：2006

石油アスファルト」とは引火点が異なる。 

 

 

諸基準類との

整合 

表2-2-27 再生用添加

剤の標準的性状 

 

表 2-2-26 再生用添加剤の標準的性状 

項目 標準的性状 

動粘度（60℃） mm2/S 80～1,000 

引火点 ℃ 250 以上 

薄膜加熱後の粘度比 （60℃） 2 以下 

薄膜加熱質量変化率 ％ ±3 以内 

密度（15℃） g/cm3 報告 

組成（石油学会規格 JPI-5S-70-10） 報告 

[注]密度は、旧アスファルトとの分離などを防止するため 0.95g/cm3 以上とすることが望ま

しい。 

 

表 2-2-27 再生用添加剤の標準的性状 

項目 標準的性状 

動粘度（60℃） mm2/S 80～1,000 

引火点 ℃ 250 以上 

薄膜加熱後の粘度比 （60℃） 2 以下 

薄膜加熱質量変化率 ％ ±3 以内 

密度（15℃） g/cm3 報告 

組成（石油学会規格 JPI-5S-77-19） 報告 

[注]密度は、旧アスファルトとの分離などを防止するため 0.95g/cm3 以上とすることが望まし

い。 

諸基準類との

整合 

図 3-2-2 銘板の寸法

及び記載事項 

 
 

 

 

 

現場実装との

整合 



R7.8_土木工事共通仕様書_新旧表 

-7- 

 

表番号 旧条文（令和 6 年版） 新条文（令和 7 年版） 改定理由 

3-2-6-3 

2.事前審査認定表 
 

工種 種別 試験区分 試験項目 試験基準 

アスファルト 

舗装 

材料 
必須 共通仕様書 

「品質管理基準」の全項目 
事前審査による認定証の

提出 
その他 

プラント 必須 

配合試験 

混合物のアスファルト量 

抽出粒度分析試験 
共通仕様書「品質管理基

準」に基づきプラントの

自主管理 温度測定（混合物） 

基準密度の決定 
事前審査による認定証の

提出 

[注]監督職員の指示があった場合は、抽出試験結果一覧表又は計量自記印字記録データ及

び管理表を提出するものとする。 
 

 
工種 種別 試験区分 試験項目 試験基準 

アスファルト 

舗装 

材料 
必須 共通仕様書 

「品質管理基準」の全項目 
事前審査による認定書の

提出 
その他 

プラント 必須 

配合試験 

混合物のアスファルト量 

抽出粒度分析試験 
共通仕様書「品質管理基

準」に基づきプラントの

自主管理 温度測定（混合物） 

基準密度の決定 
事前審査による認定書の

提出 

[注]監督職員の指示があった場合は、抽出試験結果一覧表又は計量自記印字記録データ及び

管理表を提出するものとする。 
 

諸基準類との

整合 

表3-2-21 鉄鋼スラグ

の品質規格 

 

表 3-2-21 鉄鋼スラグの品質規格 

材料名 呼び名 
表乾密度 

（g/cm3） 

吸水率 

（％） 

すりへり減量 

（％） 

水浸膨張比 

（％） 

クラッシャラン 

製鋼スラグ 
CSS － － 50 以下 2.0 以下 

単粒度製鋼スラグ SS 2.45 以上 3.0 以下 30 以下 2.0 以下 

[注]水浸膨張比の規格は、3 ヵ月以上通常エージングした後の製鋼スラグに適用する。また、

試験方法は舗装調査・試験法便覧 B014wo 参照する。 

 削除 

表3-2-22 アスファル

トコンクリート再生

骨材の品質 

 

表 3-2-22 アスファルトコンクリート再生骨材の品質 

旧アスファルトの含有量 ％ 3.8 以上 

旧アスファルトの性状 
針入度 1/10mm 20 以上 

圧裂係数 Mpa/mm 1.70 以下 

骨材の微粒分量 ％ 5 以下 

[注 1]アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新

たに用いる舗装用石油アスファルトを新アスファルトと称する。 

[注 2]アスファルトコンクリート再生骨材は、通常 20～13mm、13～5mm、5～0mm の 3 種類の

粒度や 20～13mm、13～0mm の 2 種類の粒度にふるい分けられるが、本表に示される規格

は、13～0mm の粒度区分のものに適用する。 

[注 3]アスファルトコンクリート再生骨材の 13mm 以下が 2 種類にふるい分けられている場

合には、再生骨材の製造時における各粒度区分の比率に応じて合成した試料で試験する

か、別々に試験して合成比率に応じて計算により 13～0mm 相当分を求めてもよい。また、

13～0mm あるいは 13～5mm、5～0mm 以外でふるい分けられている場合には、ふるい分け

前の全試料から 13～0mm をふるい取ってこれを対象に試験を行う。 

[注 4]アスファルトコンクリート再生骨材中の旧アスファルト含有量及び 75μm を通過する

量は、アスファルトコンクリート再生骨材の乾燥質量に対する百分率で表す。 

[注 5]骨材の微粒分量試験は JIS A 1103（骨材の微粒分量試験方法）により求める。 

[注 6]アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば再生加熱

アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつきやすいので他のア

スファルトコンクリート発生材を調整して使用することが望ましい。 

[注 7]旧アスファルトの性状は、針入度又は、圧列係数のどちらかが基準を満足すればよい。

 

 諸基準類との

整合（削除） 

図 10-6-2 

  

実態を踏まえ

た規定の変更 

表 3-2 オイルステイ

ンワニス塗り 

 

表 3-2 オイルステインワニス塗り 

工程 

塗料その他 

希釈剤 
希釈率

(％) 

塗布量 

(kg/m2) 

放置

時間 規格番号 規格名称 
規格

種別 

1 
素地ごしら

え 
4-13-3 素地ごしらえ 木部による 

2 
着色 

(1 回目) 
 

油性ステ

イン 
－ 

塗料用シン

ナー 
20 以下 

各発注機関の仕

様による。 
10 

3 ふき取り 全面布片でふき取る 

4 
着色 

(2 回目) 
 

油性ステ

イン 
－ 

塗料用シン

ナー 
20 以下 

各発注機関の仕

様による。 
10 

5 ふき取り 全面布片でふき取る 

6 色押さえ JIS K 5431 
セラック

ニス類 
1 種 

変性アルコ

ール 
10 以下 

各発注機関の仕

様による。 

24 

7 仕上げ塗り JIS K 5562 

フタル酸

樹脂ワニ

ス 

－ 
塗料用シン

ナー 
10 以下 － 

 

 

 

表 3-2 オイルステインワニス塗り 

工程 

塗料その他 

希釈剤 
希釈率

(％) 

塗布量 

(kg/m2) 

放置

時間 規格番号 規格名称 
規格

種別 

1 
素地ごしら

え 
4-13-3 素地ごしらえ 木部による 

2 
着色 

(1 回目) 
 

油性ステ

イン 
－ 

塗料用シン

ナー 
20 以下 

各発注機関の仕

様による。 
10 

3 ふき取り 全面布片でふき取る 

4 
着色 

(2 回目) 
 

油性ステ

イン 
－ 

塗料用シン

ナー 
20 以下 

各発注機関の仕

様による。 
10 

5 ふき取り 全面布片でふき取る 

6 色押さえ JIS K 5431 
セラック

ニス類 
1 種 

変性アルコ

ール 
10 以下 

各発注機関の仕

様による。 

24 

6 

7 
仕上げ塗り JIS K 5562 

フタル酸

樹脂ワニ

ス 

－ 
塗料用シン

ナー 
10 以下 － 

 

JIS 規格廃止 

 


